
 
 

様式２－１－４－２ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 平成 30年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―(1)―② (1)業務運営の効率化に関する事項 
②ＰＤＣＡサイクルの徹底 

当該項目の重要度、困難

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる
指標 

達成目標 基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 

中間・事後評価委

員会の実施回数 

  66回 109回 123回 128回   

         

         

         
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の主な実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 AMEDで行って

いる事業について

は厳格な評価を行

い、不断の業務改

善を行うこととす

る。評価に当たっ

ては、外部の専門

家・有識者を活用

するなど適切な体

制を構築すること

とする。また、評価

結果をその後の事

業改善にフィード

バックするなど、

PDCA サイクルを

徹底する。 

研究事業について

は、外部有識者から

なる評価委員会によ

る評価を行うととも

に、AMEDの行う事

業について、中長期

目標に示された目標

の達成に向けて年度

ごとの計画を適切に

定めるとともに、中

長期計画及び年度計

画の評価を行い評価

結果を公表する。ま

た、評価結果は、次

年度以降の業務改善

につなげる PDCA

サイクルを徹底する

ことにより効率的・

研究事業につい

て、 外部有識者から

なる評価委員会を立

ち上げ、 中間、事後

評価が必要な研究の

成果について評価を

行う。 評価結果は適

切に通知・公表し、

活用する。また、Ａ

ＭＥＤの実施する事

業については、年度

計画に沿った進捗状

況を適時把握すると

ともに、評価を行う。

評価結果は公表する

とともに、次年度以

降の計画に反映さ

せ、PDCAサイクルを

＜評価軸＞ 

・AMEDで行ってい

る事業については厳

格な評価を行い、不

断の業務改善を行っ

たか。 

・評価結果をその後

の事業改善にフィー

ドバックするなど、

PDCAサイクルを徹

底したか。 

 

＜評価指標＞ 

・AMEDで行ってい

る事業についての評

価の実施状況 

・PDCAサイクルの

実施状況 

＜主要な業務実績＞ 

■研究成果に係る中間・事後評価の実施 

・中間・事後評価が必要な研究課題について、外部有識者によ

り構成される「課題評価委員会」を 128 回開催。評価結果

について、研究者にフィードバックし、また、適切に公表す

るとともに、追加配賦の課題選択、翌年度の研究費の配分、

研究課題や事業の改善に活用。評価の実施に当たり、必要と

認めた課題をヒアリング審査対象とする等、効率的な評価

を実施。 

・外部有識者により構成される課題評価委員会を設置し、中

間・事後評価を実施。 

・PO の進捗管理のもと進捗に問題があると判断された課題

や書面審査の結果必要と認めた課題をヒアリング審査の対

象とするなど、効率的・効果的な評価の実施に努めた。ま

た、中止等の判断を適切に行うため、中間評価を行う段階に

至るまでの手続フローを作成・共有した。 

 

・中間・事後評価委員会の実施回数：128回 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

目標・計画に基づき、年度計画に沿

った進捗の把握と評価、研究成果に

係る中間・事後評価の実施、医療分

野研究開発速度の最大化に資する

進捗管理、研究評価・課題管理の改

善に向けた検討に基づく取組を着

実に実施し、着実な業務運営がなさ

れている。以上から目標を達成して

いると認められる。 

 

【研究成果に係る中間・事後評価の

実施】 

・中間・事後評価が必要な研究課題

について、外部有識者により構成

される課題評価委員会による評

価を実施し、その結果を研究者に

評定  
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効果的な業務を行

う。 

円滑に運用する。  

＜モニタリング指標

＞ 

・中間・事後評価委

員会の実施回数 

 

 

■年度計画に沿った進捗状況の把握と評価 

・年度計画の達成に向けて、定期的に業務の進捗状況を把握・

管理する業務と予算に関する会議として体制を構築し、実

施。 

・平成 29年度の業務実績の評価は内部メンバーで構成される

自己評価委員会及び外部有識者で構成される外部評価委員

会の２段階で評価を実施し、評価結果を HPで公表。 

 

フィードバックするとともに、追

加配賦の課題選択や翌年度の研

究費の配分、研究課題や事業の改

善に活用している。 

・中間・事後評価の実施に当たって

は、書面審査とヒアリング審査を

適宜使い分けることによる、効率

的な評価の実施が進められてい

る。 

 

【年度計画に沿った進捗状況の把

握】 

・年度計画に沿った進捗の把握と評

価を着実に実施したことは評価

できる。 

  一方、研究者の研

究活動の円滑化にも

十分配慮し、医療研

究開発速度の最大化

に資する進捗管理を

実現する。 

一方、 研究者の研

究活動の円滑化にも

十分配慮しながら、 

医薬品の研究開発マ

ネジメントチェック

項目の活用等を推進

し、 研究成果の実用

化を目指した、 医療

研究開発速度の最大

化に資する進捗管理

に取り組む。 

＜評価軸＞ 

・研究者の研究活動

の円滑化にも十分配

慮し、医療研究開発

速度の最大化に資す

る進捗管理を実現し

たか。 

 

＜評価指標＞ 

・医療研究開発の進

捗管理状況 

■医療研究開発速度の最大化に資する進捗管理 

・課題の進捗管理については実用化を見据えた目標設定やス

ケジュール管理を実施。 

・ヒアリングやサイトビジット、班会議への参加などを行い

研究開発の進捗状況の把握、研究代表者への指導、助言を行

い、適切な課題管理を実施。 

・昨年度に医薬品分野における研究開発マネジメントチェッ

ク項目を導入し今年度はその着実な活用を進めるととも

に、今年度は医療機器分野及び再生医療分野における研究

開発マネジメントチェック項目を導入・活用することで、研

究成果の実用化を目指した、研究開発速度の最大化に資す

る進捗管理を推進。 

・研究代表者が提出する進捗状況申告書等を基に、各領域担

当の PS、POや外部有識者とともに研究代表者へのヒアリン

グやサイトビジット、班会議への参加等を行い、研究開発の

進捗状況を把握し、必要に応じて研究代表者への指導、助言

を行い、適切な課題管理に実施。 

・進捗管理の結果を踏まえて追加配賦や次年度の研究費配分

を検討し追加配賦により研究の進展が期待できる課題の加

速を図った。 

【医療研究開発速度の最大化に資

する進捗管理】 

・医療分野研究開発速度の最大化に

資する進捗管理、研究評価・課題

管理の改善に向けた検討に基づ

く取組を着実に実施し、着実な業

務運営がなされている。 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 平成 30年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―(1)―③ (1) 業務運営の効率化に関する事項 
③適切な調達の実施 

当該項目の重要度、困難

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる
指標 

達成目標 基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

         

         
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の主な実績等・自己評価） 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 調達案件につい

ては、主務大臣や

契約監視委員会に

よるチェックの

下、一般競争入札

を原則としつつ

も、随意契約でき

る事由を会計規程

等において明確化

し、公正性・透明性

を確保しつつ、合

理的な調達を実施

する。公正かつ透

明な調達手続によ

る適切で、迅速か

つ効果的な調達を

実現する観点か

ら、機構が策定し

た「調達等合理化

物品調達等の契約

については、主務大

臣や契約監視委員会

によるチェックの

下、一般競争入札の

厳格な適用により公

平性、透明性を確保

するとともに、随意

契約によることがで

きる基準を会計規程

等において明確化

し、公平性・透明性

を確保しつつ、合理

的な調達を実施す

る。公正かつ透明な

調達手続による適切

で、迅速かつ効果的

な調達を実現する観

点から、「調達等合理

物品調達等の契約

については、 一般競

争入札の厳格な適用

により公平性、透明

性を確保するととも

に、会計規程等にお

いて明確にしている

随意契約基準を厳格

に運用することで、

公平性・透明性を確

保しつつ、合理的な

調達を実施する。 公

正かつ透明な調達手

続による適切で、 迅

速かつ効果的な調達

を実現する観点か

ら、毎年見直すこと

としている「調達等

合理化計画」 に基づ

＜評価軸＞ 

・公正性・透明性を

確保しつつ、合理的

な調達を実施した

か。 

 

＜評価指標＞ 

・合理的な調達の取

組状況 

＜主要な業務実績＞ 

■合理的な調達に向けた取組 

 物品等の調達に当たっては一般競争入札を原則とし、随意契約に

依らざるを得ない場合は、会計規程等で規定されている随意契約

基準に沿った調達に限定すると共に、定期的に契約監視委員会に

よる点検を行い、契約情報及び契約監視委員会の開催実績をHP上

で公開することで、公平性・透明性を確保しつつ、合理的な調達を

実施した。 

 

 平成 29年度の調達等合理化計画の自己評価を踏まえ、平成 30年

度調達等合理化計画を作成、契約監視委員会による点検後、当該計

画を HP上で公開した。 

 

 平成 30年度調達等合理化計画に基づき、事務・事業の特性を踏ま

えた適正な随意契約並びに効果的な規模の単価契約・一括調達を

実施すると共に専用のWebサイトによる入札関係書類のリリース

を推進した。また、一者応札の改善に向け、他法人の取り組みを研

究し、新たに参加者確認公募制度を導入、運用を開始した。 

また、契約審査委員会による新規随意契約における随意契約基

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

目標・計画に基づき策定し

た、平成30年度の「調達等

合理化計画」に基づき、合

理的な調達に向けた取組を

着実に実施した結果、平成

29年度に比べ、随意契約の

比率改善につながった。ま

た、ホームページでの各種

情報の公表による公平性・

透明性の確保などを行っ

た。以上から目標を達成し

ていると認められる。 

 

【合理的な調達に向けをた

取組】 

・調達にあたっては、調達等

合理化計画及び機構の会

評定  
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計画」に基づく取

組を着実に実施す

る。 

化計画」に基づく取

組を着実に進めると

ともに、さらなる改

善を実施する。 

く取組を着実に遂行

する。 

準との整合性の点検、調達等合理化検討会メンバー等による調達

個別案件の確認等を通じ、調達に関するガバナンスの徹底を図っ

た。 

➢ 競争性のある契約の契約実績： 4,052件  

契約実績総数に占める割合は、 

平成 29年度  80.7％  →  平成 30年度  83.0％（2.2ポイント増）  

➢ 競争性のない随意契約の契約実績： 832件  

契約実績総数に占める割合は、 

平成 29年度 19.3％→平成 30年度 17.0％（▲2.2ポイント減） 

 

・「調達等合理化計画」の実施結果の詳細は以下の通りである。 

１．調達の現状と要因の分析 

 平成 30年度の契約状況 

表１  

平成 30 年度の国立研究開発法人日本医療研究開発機構の調達全体像  （単位：件、億円） 

 
平成 29 年度 平成 30 年度 比較贈△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
(2.9%) 

118 

(2.6%) 

31 

(1.7%) 

85 

(1.3%) 

16 

(▲1.2%) 

▲33 

(▲1.3%) 

▲15 

企画競争・公募 (77.8%) 

3,152 

(96.3%) 

1,137 

(81.2%) 

3,967 

(97.8%) 

1,183 

(3.4%) 

815 

(1.5%) 

45 

競争性のある

契約（小計） 

(80.7%) 

3,270 

(98.9%) 

1,168 

(83.0%) 

4,052 

(99.1%) 

1,199 

(2.2%) 

782 

(0.2%) 

30 

競争性のない

随意契約 

(19.3%) 

780 

(1.1%) 

13 

(17.0%) 

832 

(0.9%) 

11 

(▲2.2%) 

52 

(▲0.2%) 

▲2 

合 計 
(100%) 

4,050 

(100%) 

1,181 

(100%) 

4,884 

(100%) 

1,210 

(0.0%) 

834 

(0.0%) 

28 

（注 1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2） 比較増△減の（ ）書きは、平成 30 年度の対 29 年度伸率である。 

（注 3）補正予算に関しては、経年比較のために除外してある。 

表２ 平成 30 年度の国立研究開発法人日本医療研究開発機構の一者応札・応募状況 

                                                                 （単位：件、億円） 

 
平成 29 年度 平成 30 年度 比較増△減 

２者

以上 

件数 
(98.7%) 

3,227 

(99.1%) 

4,016 

(0.4%) 

789 

金額 
(98.5%) 

1,151 

(99.2%) 

1,189 

(0.7%) 

38 

１者

以下 

件数 
(1.3%) 

43 

(0.9%) 

36 

(▲0.4%) 

▲7 

金額 
(1.5%) 

17 

(0.8%) 

10 

(▲0.7%) 

▲8 

合 計 

件数 
(100%) 

3,270 

(100%) 

4,052 

(0.0%) 

782 

金額 
(100%) 

1,168 

(100%) 

1,199 

(0.0%) 

30 

（注 1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2） 合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。 

（注 3） 比較増△減の（ ）書きは、平成 30 年度の対 29 年度伸率である。 

 

２．重点的に取り組む分野 

平成 30年度調達合理化

計画 

評価指標 実施結果 

計規程等に沿って、厳正な

取扱いを行っており、入札

公告及び契約情報等をホ

ームページで公表するこ

とで、公平性・透明性を確

保している。 

・重点的に取り組む分野に

おいては、他法人の事例研

究の結果、新たに参加者確

認公募制度の導入を図り、

競争性のない随意契約や

一者応札の更なる削減の

礎を築くことができた。 

 

＜今後の課題＞ 

・新たに導入した参加者確

認公募制度を活用し、より

公正、合理的かつ効果的な

調達を目指す。 
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(1) 事務・事業の特性を

踏まえた適正な随意契約

の実施 

相手先が限定されるよう

な特殊で専門的な機器や

役務調達及び業務の委託

においては、事業の 

特性を踏まえた適正な随

意契約を実施する。 

【当該取り

組みの実施

結果】 

会計規程及び契約事務の取扱

いに定めた随意契約によるこ

とができる事由を機構内に説

明会等を通じ周知すると共に、

総務省行政管理局「独立行政法

人の随意契約に係る事務につ

いて」等も参照しながら、事業

の特性を踏まえた適正な随意

契約を実施した。

(2) 効果的な規模の単価

契約・一括調達の実施 

主に、市場在庫流通物件

の調達については、スケ

ールメリットと事務の簡

素化につながる事案を中

心に単価契約・一括調達

の実施を検討する。 

他方、翻訳等の特定の

労働集約型の調達対象に

おいては、フェアトレー

ドを前提とした中小企業

配慮に留意する。  

【当該取り

組みの実施

結果、単価契

約の件数】 

国立研究開発法人日本医療研

究開発機構内で共通に使用す

るものについては、年間使用予

定量の集計を行った上で、単価

契約等による一括契約を以下

の通り実施した。他方、翻訳業

務、会議用音響機材設置業務、

特定仕様の小口印刷業務等に

おいては、中小企業を対象とし

た少額調達にも配慮し、調達を

実施した。 

（単価契約の件数） 

平成 29年度 平成 30年度 

28件   →  22件 

(3) 専用のＷｅｂサイト

による入札関係書類のリ

リースの推進 

入札関係書類の専用 Web

サイトホームページによ

る入札公告の公示、仕様

書、入札説明書等の頒布

並びに関連情報のメルマ

ガ発行を通じて応札者の

情報アクセス等の利便性

向上を図り、多数の応札

希望者に情報が行き渡る

よう引き続き配慮する。 

【当該取り

組みの実施

結果、入札公

示案件数に

対する入札

説明資料の

ダウンロー

ド者数】 

入札公示専用の HP を開設、

仕様書、入札説明書等の頒布を

効率的に行うと共に、入札に係

る質問に対する回答も当該 HP

上で展開し、適時に多数の応札

希望者に対し情報が行き渡る

よう対応を行った。 

また、メルマガで、入札公示

等の更新情報配信を行うこと

により、応札希望者の利便性の

向上に努めた。 

（ダウンロード者数） 

各公示案件の閲覧業者数の総

数は 875件であった。 

※平成 30 年度より重複閲覧を

除外したため、昨年度の評価指

標と対比はできない。 

213
216



 
 

(4) 一者応札の改善 

一者応札の改善に向

け、応札のなかった入札

公告等の閲覧者に対し、

その理由等を確認するた

めのアンケート調査を行

い、要求担当者にフィー

ドバックすることによ

り、よりオープンな仕様

内容への改善を促すと共

に、他の公的機関の取り

組み等を研究し、AMED に

おいて実装可能な手法に

ついて検討を行う。 

【当該取り

組みの実施

結果】 

入札辞退者に辞退書の提出

やアンケート調査への任意協

力を依頼し、辞退理由を要求担

当者と共有すると共に、一者応

札及び随意契約の改善に向け、

他法人の事例研究を行い、参加

者確認公募制度を新たに導入

し、調達における公平性・透明

性の向上を図った。

 

 

３．調達に関するガバナンスの徹底 

(1)随意契約に関する内

部統制の確立 

新たに随意契約を締

結することとなる案件

については、契約審査委

員会規則に則り、事前に

法人内に設置された契

約審査委員会（委員長は

理事）に報告し、会計規

程における「随意契約に

よることができる事由」

との整合性や、より競争

性のある調達手続の実

施の可否の観点から点

検を受けることとする。 

ただし、特別の事情が

あり、委員長が認める場

合に限り、委員会は、書

面又はメールにより開

催することとする。 

【契約審査委

員会による点

検件数等】 

契約審査委員会規則に基づ

き、新たな随意契約の締結の審

査のために、契約審査委員会を

５回開催し 11 件の随意契約審

査を実施した。 

いずれも規程に沿った事由

に基づく適正なものとして承

認された。 

(2)不祥事の発生の未然

防止・再発防止のための

取組 

機構全体へ、適正な調

達手続等について、職員

研修等を通じ周知を行

うと共に、マニュアル、

早見表等のメンテナン

スを行う。 

推進体制にある調達

等合理化検討会の統括

責任者及び副統括責任

【当該取り組

みの実施結果】 

機構職員を対象とし、全員が参

加できるようにスケジュール

に配慮しつつ、調達事務に係る

研修を 2回実施した。 

また、経理事務処理に関する 

マニュアルや様式の追加整備 

を行い、調達事務に必要とな 

る書類を示す既存の早見表等 

とともに電子掲示板等を利用 

して、引き続き、組織全体に 

周知を図るなど、不祥事発生 

の未然防止への取組も行っ 
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者が指定するメンバー

による、調達内容の多面

的な審査を行うことに

より、国立研究開発法人

日本医療研究開発機構

がその事業の遂行のた

めに資する適正な調達

であるか、個別のチェッ

クを行う。

必要に応じて要求者

に直接説明を求める等

の吟味を行うとともに、

監事回付の調達伺い案

件は、要求時回付を確実

に行うものとする。 

た。 

さらに、「購入依頼内容相談

会」を毎週一回、定期開催する

旨周知し、購入依頼内容につい

て、多面的な意見を購入依頼部

室が得られる機会を提供する

ことで、適正な調達がなされる

よう支援を行った。 

 

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 平成 30年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―(1)―④ (1)業務運営の効率化に関する事項 
④外部能力の活用 

当該項目の重要度、困難

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる
指標 

達成目標 基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

         
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の主な実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 費用対効果、専

門性等の観点か

ら、AMED自ら実

施すべき業務、外

部の専門機関の活

用が適当と考えら

れる業務を精査

し、外部の専門機

関の活用が適当と

考えられる業務に

ついては、外部委

託を活用するもの

とする。 

費用対効果、専門

性等の観点から、自

ら実施すべき業務と

外部の専門機関の活

用が適当な業務を精

査し、外部の専門機

関を活用することに

より高品質で低コス

トのサービスが入手

できるものについて

アウトソーシングを

積極的に活用する。 

費用対効果、専門

性等の観点から、自

ら実施すべき業務と

外部の専門機関の活

用が適当な業務を精

査し、外部の専門機

関を活用することに

より高品質で低コス

トのサービスが入手

できるものについて

アウトソーシングを

積極的に活用する。 

＜評価軸＞ 

・外部の専門機関の

活用が適当と考えら

れる業務を精査し、

外部の専門機関の活

用が適当と考えられ

る業務については、

外部委託を活用した

か。 

 

＜評価指標＞

・外部委託の活用状

況 

 

＜主要な業務実績＞ 

■外部委託の活用 

・費用対効果、専門性等の観点から業務を精査し、外部能力の

活用が適当と考えられる業務について、外部委託を活用。平

成 30年度は 626件を実施（平成 27年度：460件、平成 28

年度：597件、平成 29年度は 546件）。 

・平成 30年度における主な取組み事例は次のとおり。 

 製薬企業出身者、弁理士など専門人材による全国機動的

な相談対応を可能とすべく、外部委託により「AMED知

財リエゾン」を全国に配置した。また、知財リエゾンと

「AMED ぷらっと®」を一体的に外部委託することによ

り、研究開始早期からマッチング機会の提供まで、一貫し

た支援を実施した。 

 AMSの検索分析機能の強化のため“PubMED”型の用語

辞書を活用したキーワード等の付与を、医学薬学系の論

文データベースに対するキーワード付けの実績がある機

関に委託した。 

 医療機器開発支援のあり方を検討するため、昨年 11月に

「医療機器開発の重点化に関する検討委員会」を設置し

て検討を進めた。その際、専門機関に外部委託を行い注目

すべきグローバルトレンド、疾病別課題、医療のステーク

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

目標・計画に基づき、費用対効果、

専門性等の観点から業務を精査し、

外部能力の活用が適当と考えられ

る業務については外部委託を着実

に実施し、着実な業務運営を実施し

ている。以上から目標を達成してい

ると認められる。 

 

【外部委託の活用】

・費用対効果、専門性等の観点から

業務を精査し、外部能力の活用が

適当と考えられる業務について、

外部委託を推進したことは評価

できる。 

 

＜今後の課題＞ 

・引き続き外部委託が可能な業務を

精査し、外部委託を拡大する。 

 

評定  
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ホルダーの課題等の調査・分析を行った。 

 再生医療等製品とその競合技術の比較、再生医療の実用

化を支える民間投資の促進、再生医療の産業化に向けた

細胞供給モデル事業の実施について、再生医療に知見を

有する機関への外部委託により、調査を実施した。 

 認知症対策官民イノベーション実証基盤整備事業の実施

に当たり、「超早期予防」、「生活支援・社会受容」のため

の新製品・サービス等に関連したニーズ及びシーズの実

態を把握するとともに、今後適切な製品・サービスを社会

実装するための基盤整備に必要な要素について外部委託

による調査を行った。また、今後の認知症研究開発のた

め、国内各地域の認知症コホートに対し、外部委託により

詳細な調査項目など研究内容の実態を把握するための調

査を行った。 

 その他、以下のとおり外部委託を実施した。 

 ・交流会、各種評価会やシンポジウム、領域会議の会議運営

の外部委託。 

 ・評価プロセスへの AMEDレビューア導入に際して、依頼

から査読実施、謝金支払までの業務の外部委託。 

 ・国際レビューアの導入にあたり、各事業部における負担軽

減のため、国際レビューア候補者の依頼手続きや必要な情

報の収集・連絡調整等の業務について外部委託。 

 ・公開シンポジウムの実施における情報セキュリティを考

慮した申込み・受付システム構築、プログラム・抄録集の

編集作業、YouTube 配信、会場での保安業務等の外部委

託。 

 ・次世代がん医療創生研究事業と革新的がん医療実用化研

究事業における各事業の研究開発課題の進捗管理を補助

し、開発方針等について適切な助言や支援を行うサポート

機関を外部委託。 

 ・米国における研究開発の分析及び現状調査等を、米国の情

勢に精通している現地の専門業者に外部委託。 

 ・橋渡し研究戦略的推進プログラムの成果活用支援におけ

る拠点のシーズのポートフォリオ戦略の策定、企業リエゾ

ンの支援、国際展開の支援を外部委託。 

 

 

 

 

 

 

 

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 平成 30年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―(1)―⑤ (1)業務運営の効率化に関する事項 
⑤業務の効率化 

当該項目の重要度、困難

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる
指標 

達成目標 基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 

一般管理費削減率

（対前年度予算

額）(%) 

毎年度平均

2%以上 

― ― ― ― 3.0  毎年度平均 3.0％ 

事業費削減率（対

前年度予算額）

(%) 

毎年度平均

1%以上 

― ― ― ― 3.1  毎年度平均 3.1％ 

ラスパイレス指

数 
― ― 109.8（年齢勘案） 

93.6（年齢・地域・学
歴勘案） 

109.5（年齢勘案） 
92.8（年齢・地域・学
歴勘案） 

106.0（年齢勘案） 
89.9（年齢・地域・学 
歴勘案） 

108.3（年齢勘案） 
91.5（年齢・地域・学 
歴勘案） 

  

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに重要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の主な実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 運営費交付金を

充当して行う事業

については、新規に

追加されるもの、拡

充分等は除外した

上で、一般管理費

（人件費、公租公課

等の所要額計上を

必要とする経費及

び特殊要因により

増減する経費を除

く。）は毎年度平均

で２％以上、事業費

は毎年度平均で

１％以上の効率化

運営費交付金を

充当して行う事業

については、新規に

追加されるもの、拡

充分等は除外した

上で、一般管理費

（人件費、公租公課

等の所要額計上を

必要とする経費及

び特殊要因により

増減する経費を除

く。）は毎年度平均

で２％以上、事業費

は 毎 年 度 平 均 で

１％以上の効率化

運営費交付金を

充当して行う事業

については、 新規

に追加されるも

の、拡充分等は除

外した上で、一般

管理費（人件費、

公租公課等の所要

額計上を必要とす

る経費及び特殊要

因により増減する

経費を除く。） は

毎年度平均で２％

以上、 事業費は毎

年度平均で１％以

＜評価軸＞ 

・運営費交付金を充

当して行う事業につ

いては、新規に追加さ

れるもの、拡充分等は

除外した上で、一般管

理費（人件費、公租公

課等の所要額計上を

必要とする経費及び

特殊要因により増減

する経費を除く。）は

毎年度平均で２％以

上、事業費は毎年度平

均で１％以上の効率

化を達成したか。 

■業務の効率化 

・運営費交付金を充当して行う事業について、平成 30年度の

一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とす

る経費及び特殊要因により増減する経費を除く）の実績は

1,616百万円となり、平成 29年度予算額に対し 3.0％（本

中長期目標期間の毎年度平均で前年度比 3.0％）の効率化

を行った。 

・同じく平成 30年度の事業費の実績は 1,773百万円となり、

平成 29年度予算額に対し 3.1％（本中長期目標期間の毎年

度平均で前年度比 3.1％）の効率化を行った。 

※平成 27 年 4 月設立法人であるところ、業務の効率化指標

については、立ち上げから業務が標準化に移行する平成 29

年度予算額との比較で、当年度より算出している。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

目標・計画に基づき、運営費交付金を

充当して行う事業については、一般管

理費及び事業費とも効率的な執行に

努め、着実な経費の削減を実施し、増

加する業務に対応し業務の一層の効

率化及び給与制度、給与水準及び公表

について適切に対応を図るなど、着実

な業務運営がなされている。以上から

目標を達成していると認められる。 

 

【業務の効率化】 

・一般管理費及び事業費の実績は、計

画に沿って着実に効率化されてい

評定  
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を達成する。 を達成する。 上の効率化を達成

する。 

 

＜評価指標＞ 

・業務の効率化状況 

 

＜モニタリング指標

＞ 

・一般管理費削減率 

・事業費削減率 

る。 

 また、総人件費に

ついては、政府の方

針に従い、必要な措

置を講じる。 

また、総人件費に

ついては、政府の方

針に従い、必要な措

置を講じるものと

する。 

また、 総人件費

については、政府

の方針に従い、必

要な措置を講じる

ものとする。 

 

＜評価軸＞ 

・総人件費について

は、政府の方針に従

い、必要な措置を講じ

たか。 

 

■総人件費 

・政府の方針に従い機構管理、定員管理及び人員配置を適切

に行うとともに、人事院勧告に基づく給与改定を行った。 

・増加する業務に対応し業務の一層の効率化を図るため、

PD・PS・PO 等の委嘱業務を職員の指導下、派遣職員によ

る組織化したグループで引き続き実施し、事業部門の業務

軽減による効率化、人員の増加抑制、人員配置の適正化を

図った。 

 

【総人件費】 

・政府の方針に従い機構管理、定員管

理及び人員配置を適切に行い、人事

院勧告に基づく給与改定を行った。

業務の一層の効率化を図るため委

嘱業務を派遣職員グループで引き

続き実施して業務軽減による効率

化、人員の増加抑制、人員配置の適

正を図った。 

 

 さらに、給与水準

については、ラスパ

イレス指数、役員報

酬、給与規程、俸給

表及び総人件費を

公表するとともに、

国民に対して納得

が得られるよう説

明することとする。

また、給与水準の検

証を行い、これを維

持する合理的な理

由がない場合には

必要な措置を講じ

ることにより、給与

水準の適正化に取

り組み、その検証結

果や取組状況を公

表するものとする。 

さらに、給与水準

については、ラスパ

イレス指数、役員報

酬、給与規程、俸給

表及び総人件費を

公表するまた、給与

水準の検証を行い、

これを維持する合

理的な理由がない

場合には必要な措

置を講じることに

より、適正化に取

組、その検証結果や

取組状況を公表す

るものとする。こう

した取組を通じて、

必要な説明責任を

果たすものとする。 

さらに、給与水

準については、ラ

スパイレス指数、

役員報酬、給与規

程、俸給表及び総

人件費を公表す

る。また、給与水

準の検証を行い、

これを維持する合

理的な理由がない

場合には必要な措

置を講じることに

より、適正化に取

り組み、その検証

結果や取組状況を

公表するものとす

る。こうした取組

を通じて、必要な

説明責任を果たす

ものとする。 

＜評価軸＞ 

・給与水準について

は、ラスパイレス指

数、役員報酬、給与規

程、俸給表及び総人件

費を公表するととも

に、国民に対して納得

が得られるよう説明

したか。 

・給与水準の検証を

行い、これを維持する

合理的な理由がない

場合には必要な措置

を講じることにより、

給与水準の適正化に

取り組み、その検証結

果や取組状況を公表

したか。 

 

＜評価指標＞ 

・給与水準公表等の

取組状況 

■給与制度、給与水準及び公表 

・給与制度は、類似する独立行政法人等の給与規則に準じた

給与規程等を、人事院勧告等により改正を適時で行い適正

に運用した。 

・給与規程等（役員報酬規程、定年制職員給与規程、任期制

職員給与規程）はホームページで機構内外へ公表している。 

・民間給与実態調査に基づく人事院勧告を踏まえ給与等を決

定するなど給与等の水準の適正化を図った（平成 30 年度

のラスパイレス指数： 108.3（年齢勘案）、91.5（年齢・地

域・学歴勘案）。 

・ラスパイレス指数を含めた給与水準の検証の実施及び結果

等の公表については、平成 29年度分について内容を分析・

評価して公表した（平成 30年 6 月）。平成 30 年度分につ

いては給与支給額をもとに、同様に内容を分析・評価して

結果の公表を予定している（令和元年 6 月）。 

 

【給与制度、給与水準及び公表】 

・給与制度は、類似の独立行政法人等

の給与規則に準じた給与規程等を

適正に運用し、規程類はホームペー

ジで機構内外へ公表している。 

・給与等の水準については、民間給与

実態調査に基づく人事院勧告を踏

まえ給与等を決定するなど適正化

を図った。 

・ラスパイレス指数を含めた給与水

準の検証結果等公表は、平成 29年

度分について内容を分析・評価して

公表した（平成 30年 6 月） 
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注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 平成 30年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ―(2) (2)業務の電子化に関する事項 

当該項目の重要度、困難

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる
指標 

達成目標 基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

         

         
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに重要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の主な実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 電子化の促進等に

より事務手続きの簡

素化・迅速化を図る

とともに、AMEDの

制度利用者の利便性

の向上に努める 

事務処理手続き

の簡素化・迅速化

を図るため、各業

務のシステム化を

検討し、AMEDの

制度利用者の利便

性を図るとともに

電子化によるペー

パーレスを推進す

る。 

事務処理手続き

の簡素化・迅速化

を図るため、文書

管理システム、 人

事給与システム及

び財務会計システ

ムの各業務システ

ムを運用するとと

もに決裁文書及び

添付文書の電子媒

体での保存を推進

する。 特に、 財務

計システムについ

ては、 新たに開発

した新財務会計シ

ステムを４月以降

問題なく稼働させ

るとともに、 ＡＭ

ＥＤ全体の執行管

理に資するよう活

用に努める。  ま

＜評価軸＞ 

・電子化の促進等に

より事務手続きの簡

素化・迅速化を図ると

ともに、機構の制度利

用者の利便性の向上

に努めたか。 

 

＜評価指標＞ 

・電子化の促進等に

より事務手続きの簡

素化・迅速化及び機構

の制度利用者の利便

性の状況。 

＜主要な業務実績＞ 

■事務処理手続きの簡素化・迅速化と機構の制度利用者の利

便性向上 

【AMEDオンライン課題評価システム】 

・本システムは、課題評価委員には、オンラインでの課題情

報の閲覧、COI申告、評価結果の入力を可能とし、AMED

職員にとっては、e-Rad の応募課題情報ファイルや添付資

料を利用した課題情報の登録、評価結果の自動集計、資料

作成支援機能などを通じて、評価業務全体の効率化を図る

ものである。また、課題情報を電子メールで送受信する方

法に比べ、誤送信などの情報セキュリティリスクを低減す

ることも期待される。 

・計画通り平成 30年 4月から本格運用を開始し、平成 31年

3月末までに、事前評価において 64事業、約 3,600課題、

中間・事後評価では 90 事業、約 950 課題の評価業務に利

用された。書面評価を含めると、本システムを利用した評

価委員の総数は 1,013名に上る。 

・今後は、AMEDの全ての課題評価業務に本システムを利用

し、評価結果を網羅的に一元管理するとともに、AMSとの

連携を図る。 

【新財務会計システム】 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

AMED オンライン課題評価システ

ムの運用を開始し、事前評価 

3,600 課題、中間事後 950 課題の

評価業務に利用された。新財務会計

システムの運用を開始し、予算執行

管理が効率化された。AMEDfind 

の公開を開始した。AMEDぷらっと

の運用を開始し、参加機関数 63機

関、製薬企業等 61社、登録シーズ 

145 件（約 10 件/月 で増加中）と

順調に利用が拡大している。以上か

ら目標を達成していると認められ

る。 

 

【事務処理手続きの簡素化・迅速化

等】 

・AMED オンライン課題評価シス

テムにより、研究開発課題の評価

業務に係る AMED 職員の業務処

評定  
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た、委託研究実施

機関等の外部機関

と、安全に電子フ

ァイルを共有する

ためのシステムを

導入するなど、業

務見直し等を踏ま

えた、システム化、 

効率化を着実に進

める。 

・契約管理機能を内包する新財務会計システムを導入し、平

成 30年 4月から本格運用を開始した。これにより、委託研

究契約単位及び補助事業単位の契約額、支出額、執行率の

把握が容易になり、部課室における予算執行管理が効率化

された。 

【AMED find】 

・AMED外の研究者、市民等がインターネット経由で検索、

閲覧ができる一般公開版の AMSである「AMED find」を

平成 30 年 6 月に公開した。また、AMEDfind で公開する

情報を研究概要まで拡張し、3月から公開を開始した。 

【AMEDぷらっと（シーズ・ニーズマッチングシステム）】 

・アカデミア発の研究シーズと企業のニーズとを早期にマッ

チングし、アカデミアと企業の両者で研究開発成果の実用

化を促すWebシステム「AMEDぷらっと」は、平成 30年

4月、計画通り本格稼働を開始した。これにより、早期コン

サルテーションからマッチング機会の提供まで、一貫した

支援体制を確立した。 

・平成 29年度から平成 30年度にかけて、「AMEDぷらっと」

の説明会を全国 4カ所で開催すると共に、大学等約 50機関

で活用方法について意見交換等を行った。その他、各種知

財セミナーなどで利用促進を図った結果、参加機関数、登

録シーズ・ニーズ数とも順調に増加（平成 31年 3月時点：

参加機関数大学等 63機関、製薬企業等 61社、登録シーズ

145件。登録シーズは、月 10件程度のペースで増加中）し、

5 件についてパートナリングに向けた交渉につながった。

また、閲覧件数も毎月 300件前後で推移しており、順調に

活用が進んでいる。 

【委託研究実施機関との電子ファイル共有システム】 

・研究機関から定例的に受け取る電子ファイルの受領窓口と

する目的で、クラウド型のオンラインストレージの活用を

検討した。しかし、研究開発課題ごとにアクセス管理され

た共有フォルダを提供するだけでも、多数の外部ユーザー

の管理業務（登録、権限変更、削除等）が必要となり、業務

負荷が大きい割に課題管理に関する事務処理を抜本的に効

率化することが難しいなどの課題があることが分かった。 

・研究開発課題の管理に関する事務を抜本的に効率化する方

法については、研究実施機関と情報共有可能な webシステ

ムを新規構築する案を軸に平成 31年度に再検討する。 

 

理を効率化し、迅速化した。 

 

【制度利用者の利便性の向上】 

・AMEDfind により、AMED が資

金配分する研究開発課題の成果

を研究者や市民が容易に検索し、

閲覧可能となった。 

・AMEDぷらっとは、アカデミア研

究シーズと企業ニーズのマッチ

ングの場として運用開始後、着実

に登録シーズ数を増やしており、

アカデミア研究機関と企業、双方

の制度利用者の利便性向上に着

実に寄与している。 

 

＜今後の課題＞ 

・平成 30 年度は、多くの重要な情

報システムを本格稼働させ、それ

ぞれの目標に向かい着実に前進

した。平成 31 年度以降も、機能

の改善と拡張を行い、より大きな

成果に結び付ける。 
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 また、幅広い ICT

需要に対応できる機

構内情報ネットワー

クの充実を図ること

とする。情報システ

ム、重要情報への不

正アクセスに対する

十分な強度を確保す

るとともに、震災等

の災害時への対策を

確実に行うことによ

り、業務の安全性、信

頼性を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、幅広い

ICT 需要に対応し

つつ、職員の業務

を円滑かつ迅速に

行うことができる

よう機構内情報ネ

ットワークの充実

を図る。情報シス

テム、重要情報へ

の不正アクセスに

対する十分な強度

を確保するととも

に、震災等の災害

時への対策を確実

に行うことによ

り、業務の安全性、

信頼性を確保す

る。 

幅広い ICT需要

に対応しつつ、職

員の業務を円滑か

つ迅速に行うこと

ができるようＡＭ

ＥＤ内情報ネット

ワークの充実を図

る。情報システム、

重要情報への不正

アクセスに対する

十分な強度を確保

するための情報セ

キュリティ対策を

実施するととも

に、 情報システム

に対する震災等の

災害時への対応を

行うことにより、

業務の安全性、信

頼性を確保する。 

＜評価軸＞ 

・幅広い ICT 需要に

対応できる機構内情

報ネットワークの充

実を図ることとする。

情報システム、重要情

報への不正アクセス

に対する十分な強度

を確保するとともに、

震災等の災害時への

対策を確実に行うこ

とにより、業務の安全

性、信頼性を確保した

か。 

 

＜評価指標＞ 

・幅広い ICT 需要に

対応できる機構内情

報ネットワークの充

実及び情報システム、

重要情報への不正ア

クセスに対する十分

な強度の確保につい

ての取組状況。 

■機構内情報ネットワークの充実等 

【セキュリティ運用支援業務の強化】 

・昨年度から外部委託業務を拡充して対応した不正侵入防御

装置のアラート及び各種システムのログの常時監視は、平

成 30年度も継続して実施し、年間を通じて不正侵入は検知

されなかった。 

【データの遠隔地保存】 

・昨年度導入した AMED 基盤情報システムの主要なデータ

を遠隔地保存を着実に運用し、バックアップデータセンタ

ーとのデータ同期を毎日２回実施することで、データを保

全している。 

【認証印刷システム】 

・昨年度、AMED本部の複合機を対象に導入した認証印刷機

能（ICカードによるユーザー認証機能）により、平成 30年

度は印刷物の混入や紛失といった情報セキュリティ事象は

発生しなかった。 

【機構内情報ネットワークの充実

等】 

・昨年度導入した、セキュリティ運

用支援業務の強化策、データの遠

隔地保存、認証印刷システムを適

切に運用した。 

 

＜今後の課題＞ 

・令和 2 年 1 月に予定する、次期

AMED 基盤情報システムへの切

替えにより、機構内外のネットワ

ークの充実が期待される一方で、

セキュリティレベルの低下を招

くことがないよう、平成 31 年 4

月から令和元年 12 月まで実施予

定のシステム設計と構築の過程

で、よく確認する必要がある。 

 

 このため、「独立行

政法人等の業務・シ

ステム最適化実現方

策」（平成 17 年６月

29日各府省情報統括

化責任者（CIO）連絡

会議決定）を踏まえ、

業務・システム最適

化計画を策定すると

ともに、当該計画に

基づき、業務・システ

ムの最適化を実施す

るものとする。 

このため、「独立

行政法人等の業

務・システム最適

化実現方策」（平成

17 年６月 29 日各

府省情報統括化責

任者（CIO）連絡会

議決定）を踏まえ、

情報化統括責任者

（CIO）等を配置

し、業務・システム

最適化計画を策定

するとともに、当

該計画に基づき、

業務・システムの

最適化を実施す

る。 

「独立行政法人

等の業務・システ

ム最適化実現方

策」（平成 17 年 6

月29日各府省情報

統 括 化 責 任 者

（CIO）連絡会議

決定）を踏まえて

策定した「AMED 

基盤情報システム

最適化計画」 に基

づき、 次期ＡＭＥ

Ｄ基盤情報システ

ムの更改に向けて

調達に着手する。 

＜評価軸＞ 

・業務・システム最適

化計画を策定すると

ともに、当該計画に基

づき、業務・システム

の最適化を実施した

か。 

 

＜評価指標＞ 

・業務・システム最適

化計画の策定・実施状

況 

■業務・システム最適化計画 

【AMED基盤情報システムの更改】 

・業務・システムの最適化を実現する上で、システム基盤の

更改は、最も重要な機会であり、次期 AMED基盤情報シス

テムへの更改を活用して最適化を進める。 

・平成 30年度は、前年度に作成した実装方針書と調達仕様書

案を基に、調達仕様書の詳細化を進め、システムベンダー

への意見招請を実施した後、総合評価方式による競争入札

により、次期 AMED 基盤情報システムの構築と 5 年間の

運用保守業務を一括して調達した。 

・平成 31年 3月に落札会社が決定し、同年 4 月 1 日に契約

に至った。 

・次期 AMED基盤情報システムは、ワークスタイルの変革に

対応するため、情報セキュリティを確保しながら執務室外

でも業務を遂行できる端末の提供、機構外の関係者との業

務連携を容易にする機能の提供、及びクラウドサービスの

活用による運用の効率化を柱に据えており、令和 2年 1月

【業務・システム最適化計画】 

・次期 AMED 基盤情報システムの

調達を着実に実施し、契約に至っ

た。 

 

＜今後の課題＞ 

・次期AMED基盤情報システムは、

令和 2年 1月の利用開始に向け、

システムの設計、構築、移行等の

準備を着実に進める。 
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の利用開始に向け、システムの設計、構築、移行等の準備を

着実に進める。 

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 平成 30年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―(1) (1)予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

当該項目の重要度、困難

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる
指標 

達成目標 基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

         

         
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに重要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の主な実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 各年度期末におけ

る運営費交付金債務

に関し、その発生要

因等を厳格に分析

し、減少に向けた努

力を行うこととす

る。 

運営費交付金の

効率的活用の観点

から、各年度期末

における運営費交

付金債務に関し、

その発生要因等を

分析し、減少に向

けた努力を行う。 

運営費交付金の

効率的活用の観点

から、 各年度期末

における運営費交

付金債務に関し、 

その発生要因等を

分析し、 減少に向

けた努力を行う。 

予算、収支計画

及び資金計画の詳

細は別紙参照 

＜評価軸＞ 

・各年度期末における

運営費交付金債務に

関し、その発生要因等

を厳格に分析し、減少

に向けた努力を行っ

たか。 

 

＜評価指標＞ 

・各年度期末における

運営費交付金債務の

状況。 

 

■各年度期末における運営費交付金債務の状況 

・H30年 4月より新財務会計システムの運用を開始し、新シス

テムには、旧システムで集計していた支出額の他に、契約額

を加えた執行額と執行率を把握できる機能を新たに追加し

た。業務の執行状況の「見える化」を図るため、この新機能

を活用し、部署ごとの執行額、執行率、前月比較等が一目で

わかる予算執行状況確認資料を新たに作成し、幹部報告を行

うとともに、全部課室に対して情報の共有を行い、予算の積

極的な執行を促進させた。 

・予算執行状況ヒアリングを行い、年度内執行計画の進捗状況

に応じて予算の配分調整を 9月と 12月に行うなど、事業の

円滑な実施に柔軟に対応した。これにより、9部署中 7部署

において執行率が改善し、特に基盤研究事業部の執行率は大

幅に上昇し、運営費交付金全体の執行率の上昇に大きく寄与

した。 

基盤研究事業部 H29年度 61.1％→H30年度 84.2％ 

運営費交付金全体 H29年度 86.1％→H30年度 89.4％ 

・この取組の結果、H30年度末の運営費交付金債務残高は 731

百万円となり、前年度末と比べて 110百万円削減できた。次

年度は中長期計画期間の最終年度であるため、引き続き革新

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

運営費交付金予算の執行について、

Ｈ30 年 4 月より新財務会計システ

ムの運用を開始し、新システムに

は、旧システムで集計していた支出

額の他に、契約額を加えた執行額と

執行率を把握できる機能を新たに

追加した。業務の執行状況の「見え

る化」を図るため、この新機能を活

用し、部署ごとの執行額、執行率、

前月比較等が一目でわかる予算執

行状況確認資料を新たに作成し、幹

部報告を行うとともに、全部課室に

対して情報の共有を行い、予算の積

極的な執行を促進させた。さらに、

予算執行状況ヒアリングを行い、年

度内執行計画の進捗状況に応じて

予算の配分調整を 9月と 12月に行

うなど、事業の円滑な実施に柔軟に

評定  
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基盤創成事業部の伴走支援や次期基盤システムの構築等の

計画的な執行に努めることとしたい。 

 

■研究の適正かつ円滑な遂行のための取組 

（研究費に係る概算払の基準額見直し） 

・研究開発の円滑化並びに研究機関における事務手続の軽減等

を目的として、H30年度より概算払の一括払基準額の見直し

を行った（基準額を直接経費 20 百万円から 30 百万円に増

額）。H29 年度実績において、今回の引上範囲に該当する契

約等の案件数は 353件、初回支払いを除いた支払処理回数は

886 回であり、H30 年度には 900 回前後の支払処理の削減

が見込まれたところ、年間で 1,042件減少した。 

・効果等に係るアンケートを実施したところ、対象契約がある

機関の 93.1％で効果があったと回答があり、効果が生じた項

目としては、1) 請求事務等の負担軽減、2) 研究資金運用管

理及び研究開発の進捗管理の容易化、3) 再委託先を含めた

研究開発の迅速化等で高い回答率が認められた。また、基準

額の更なる見直しについては 63.8％の機関が不要と回答し

ており、現在の基準が適正との評価であった。 

 

（支払通知サービスの導入） 

・AMED研究資金の利便性向上を目的として、AMEDが支払

いを行った研究機関における内容確認作業の手間を削減す

るために、AMEDが研究機関に対して支払いを行った際、そ

の内訳や目的が明示された書類が研究機関側の経理担当者

宛にメールで届くサービスを H30年 4月に導入した。 

・従来は研究機関側において確認作業に相当の手間を要してお

り、AMEDへの問合せも多かったが、支払通知サービスの導

入により研究機関側での確認作業の負担が軽減され、労働環

境の改善に繋がった。H30年度末時点で配信対象となってい

る機関数は 54機関、研究課題数は 2,722件と、AMED全体

の研究課題数（3,955件）の約 7割を占めている。 

・効果等に係るアンケートを実施したところ、得られた回答の

うち 86％が「大いに役立っている」または「役立っている」

を選択し、そのうち 92％が導入効果として「入金業務担当者

の負担が減った」と回答した。 

 

＜平成 29年度主務大臣による評価を踏まえた課題＞ 

■指摘事項 

・運営費交付金債務の減少に向け更なる効率化を行いつつ、具

体的な事業に早期に着手しつつ、平成 30 年度以降の運営費

対応した。この取組の結果、予算執

行率が H29年度の 86.1％から H30

年度は 89.4％と改善し、Ｈ30 年度

末の運営費交付金債務残高は 731

百万円となり、前年度末と比べて

110百万円削減できた。研究の適正

かつ円滑な遂行のための取組とし

て、研究費に係る概算払の基準額見

直しや支払通知サービスの導入を

実施することで、研究機関における

経理業務の効率化・負担軽減、及び

労働環境の改善に繋がり、アンケー

ト調査においても高い評価を獲得

した。 

以上から、運営費交付金予算の執行

及び運営費交付金債務残高の減少

について、所期の目標を上回る成果

が得られていると認められる。 

 

【各年度期末における運営費交付

金債務の状況】 

・運営費交付金予算の執行につい

て、実績の把握等を定期的に行う

とともに、適切な執行に向けた取

組を着実に実施した結果、事業の

進捗に伴い運営費交付金債務残

高は前年度より減少している。 

 

【研究の適正かつ円滑な遂行のた

めの取組】 

・研究費に係る概算払の基準額見直

しや支払通知サービスの導入を

実施することで、研究機関におけ

る経理業務の効率化・負担軽減に

貢献し、アンケート調査において

高い評価を獲得している。 
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交付金債務の計上を行う。 

【対応状況】 

・H30年度については、4月より新財務会計システムの運用を

開始して、支出額、執行率、前月との比較等が一目でわかる

ような予算執行状況確認資料を毎月作成し、幹部に報告する

とともに全部課室に対して周知を行い、予算の計画的な執行

を促進した。 

・H30年 11～12月には当年度 2回目となる予算執行状況ヒア

リングを実施し、年度内執行計画の進捗状況及び運営費交付

金債務の状況を把握するとともに、予算の過不足の調整を行

い、事業の円滑な実施に寄与した。 

・これらの取組の結果、H30年度末の運営費交付金債務残高は

前年度末と比べて 110 百万円減の 731 百万円となり、事業

の進捗に伴い着実に運営費交付金債務が減少している。 

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 平成 30年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―(2) (2)短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、困難

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる
指標 

達成目標 基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
短期借入金実績額

（億円） 

312  0 0 0 0   

         

         

         
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の主な実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

  各年度期末におけ

る運営費交付金債務

に関し、その発生要

因等を厳格に分析

し、減少に向けた努

力を行うこととす

る。 

短期借入金の限

度額は 312 億円と

する。短期借入が

想定される事態と

しては、運営費交

付金等の受け入れ

に遅延が生じた場

合、緊急性の高い

不測の事態が生じ

た場合等である。 

短期借入金の限

度額は 312億円と

する。 短期借入が

想定される事態と

しては、運営費交

付金等の受け入れ

に遅延が生じた場

合、 緊急性の高い

不測の事態が生じ

た場合等である。 

＜評価軸＞ 

・短期借入金の手当は

適当か。 

 

＜評価指標＞ 

・短期借入金の状況 

 

<モニタリング指標＞ 

・短期借入金額実績 

＜主要な業務実績＞ 

・短期借入の実績なし。 

 

 

 

・短期借入金額実績：0円 

＜評定と根拠＞ 

評定：― 

 

・実績なし。 

評定  

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 平成 30年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―(3) (3)不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

当該項目の重要度、困難

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる
指標 

達成目標 基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

         

         
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の主な実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 AMED が保有す

る資産については、

有効活用を推進する

とともに、不断の見

直しを行い保有する

必要がなくなったも

のについては廃止等

を行う。 

AMED が保有す

る資産については、

有効活用を推進する

とともに、不断の見

直しを行い保有する

必要がなくなったも

のについては廃止等

を行う。 

AMED が保有す

る資産については、

有効活用を推進する

とともに、不断の見

直しを行い保有する

必要がなくなったも

のについては廃止等

を行う。 

＜評価軸＞ 

・AMED が保有す

る資産については、

有効活用を推進す

るとともに、不断の

見直しを行い保有

する必要がなくな

ったものについて

は廃止等を行った

か。 

 

＜評価指標＞ 

・AMED が保有す

る資産の有効活用

の状況 

・不要財産の処分状

況 

＜主要な業務実績＞ 

■機構が保有する資産の有効活用の状況と不要財産の処分状

況 

・土地・建物といった不動産資産は保有していない。 

・資産の大部分を占める研究機関所在の研究機器等に関して

は、取得価額 50百万円以上の資産は網羅的に現地へ赴き、

活用、管理状況を確認し、取得価額 50百万円未満の資産は

抽出して同様の確認を実施した。 

・研究が終了した研究機関所在の研究機器等に関しては、研究

機関において研究を継続する場合、大学等の公的機関には

無償譲渡し、企業等には有償若しくは無償で賃貸借を行い、

研究機器等を有効に活用した。 

・研究が終了した研究機関より不用処分申請のあった研究開

発用物品について、有効活用のため物品利活用募集をかけ

たところ、大学より 1 件活用の希望があったため、引渡し

を実施するための譲渡契約を締結した。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

機構の資産の大部分を占める研究

機関所在の研究機器等について、一

定価格以上の資産については網羅

的に現地確認をするとともに、研究

が終了した研究機器等の譲渡を適

正に行う等、有効活用を推進するた

めの取組を着実に実施している。以

上から目標を達成していると認め

られる。 

評定  

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 平成 30年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―(4) (4)Ⅲ(3)に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

当該項目の重要度、困難

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる
指標 

達成目標 基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

         

         
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の主な実績等・自己評価 主務大臣の評価 

主な業務実績等 自己評価 

 AMED が保有す

る資産については、

有効活用を推進する

とともに、不断の見

直しを行い保有する

必要がなくなったも

のについては廃止等

を行う。 

AMED が保有す

る資産については、

有効活用を推進す

るとともに、不断の

見直しを行い保有

する必要がなくな

ったものについて

は廃止等を行う。 

（記載事項なし） ＜評価軸＞ 

・AMED が保有する

資産については、有効

活用を推進するとと

もに、不断の見直しを

行い保有する必要が

なくなったものにつ

いては廃止等を行っ

たか。 

 

 

 

 

・前項に規定する財産以外の重要な財産を譲渡するなどの実

績なし。 

＜評定と根拠＞ 

評定：― 

 

・実績なし 

評定  

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

－ 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 平成 30年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ―(5) (5)剰余金の使途 

当該項目の重要度、困難

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる
指標 

達成目標 基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

         

         
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の主な実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

  各年度期末におけ

る運営費交付金債務

に関し、その発生要

因等を厳格に分析

し、減少に向けた努

力を行うこととす

る。 

AMEDの実施す

る業務の充実、職

員教育、業務の情

報化、広報の充実

にあてる。 

AMEDの実施す

る業務の充実、職

員教育、業務の情

報化、広報の充実

に充てる。 

＜評価軸＞ 

・AMED の実施する

業務の充実、職員教

育、業務の情報化、広

報の充実にあてたか。 

 

＜評価指標＞ 

・剰余金の使途の状況 

＜主要な業務実績＞ 

【剰余金の使途】 

・損益計算において利益が生じたときは、その利益のうち主務

大臣により経営努力として認定される分は目的積立金とし

て「剰余金の使途」に充てることができる。AMED 設立以

来、目的積立金は生じておらず、実績なし。 

＜評定と根拠＞ 

評定：― 

 

・実績なし 

評定  

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 平成 30年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ－(1) (1)内部統制に係る体制の整備 

当該項目の重要度、困難

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる
指標 

達成目標 基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 

         

         

         

         
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の主な実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 内部統制について

は、法人の長による

マネジメントを強化

するための有効な手

段の一つであること

から、法人の長によ

る法人運営の基本理

念／運営方針／職員

の行動憲章を定める

など、必要な取組を

推進する。この際、

「独立行政法人の業

務の適正を確保する

ための体制等の整

備」（平成 26年 11月

28日付け総務省行政

管理局長通知）等に

通知した事項を参考

にするものとする。  

AMEDの運営基

本理念・運営方針、

役職員の倫理指

針・行動指針を策

定する等の必要な

取組を推進するた

め、法人の長であ

る理事長のリーダ

ーシップの下に組

織内で目標達成を

阻害する要因（リ

スク）を識別、分析

及び評価し、適切

な統制活動を行

う。この際、「独立

行政法人の業務の

適正を確保するた

めの体制等の整

備」(平成 26年 11

月 28 日付け総務

AMEDの適切な

運営がなされるよ

う、ＡＭＥＤの運

営基本理念・運営

方針、職員の行動

指針を職員へ周知

を図る。 AMED内

で目標達成を阻害

する要因（リスク）

を識別、分析及び

評価し、適正な統

制活動を行う。こ

の際、「独立行政法

人の業務の適性を

確保するための体

制等の整備」 (平成

26年 11月 28日付

け総務省行政管理

局長通知)等を参考

にするものとす

＜評価軸＞ 

・内部統制について

は、法人の長による法

人運営の基本理念／

運営方針／職員の行

動憲章を定めるなど、

必要な取組を推進し

たか。 

 

＜評価指標＞ 

・内部統制の推進状

況 

 

＜主要な業務実績＞ 

■内部統制の推進 

・内部統制を推進するため内部統制推進委員会を３回開催し、

平成 30 年度における内部統制推進のための方針の決定及び

モニタリング実施状況等を確認した。 

・リスクの発生を防止するためリスク管理委員会を３回開催

し、平成 30年度における情報セキュリティ等に係る事象事例

や超過勤務状況等の労務管理状況の報告を行った。 

・内部統制を推進するための日常的モニタリングと位置付けて

いる「①業務記述書、②業務フロー図、③リスクコントロー

ルマトリクス(ＲＣＭ)」(以下、｢３点セット｣)及び「管理部

門内部統制チェックリスト(以下、｢チェックリスト｣)」につ

いて、現状の業務内容との整合が取れるよう見直しを行うと

ともに、新たに設置された国際事業部安全保障輸出管理グル

ープ、基盤研究事業部情報分析グループ、創薬戦略部医薬品

等規制科学課及び事業統括室に係る３点セットを作成するな

どの整備を実施した。 

・平成 30年 8月に立ち上げた「管理・支援部門 各部総括課長

会議」の場を通じ、業務手順におけるリスク発生防止のため

に､管理･支援部門等に係る｢業務マニュアル｣の充実を図るた

＜評定の根拠＞ 

評定：Ｂ 

中長期目標・計画に基づき、内部統

制推進委員会で平成 30 年度におけ

る内部統制の進め方について方針

を決定した上で、内部統制を推進す

るために、 「業務記述書、業務フロ

ー図及びリスクコントロールマト

リクス(ＲＣＭ)」(以下、｢３点セッ

ト｣)及び「管理部門内部統制チェッ

クリスト(以下、｢チェックリス

ト｣)」 を見直し・作成するととも

に、自己点検（モニタリング）を実

施した。役職員を対象に、内部統制

に関する研修を実施し、リスク発生

の未然防止に努めている。以上から

目標を達成していると認められる。 

 

【内部統制の推進】 

・内部統制の推進のため、内部統制

評定  

 

232
235



 
 

省行政管理局長通

知)等を参考にする

ものとする 

る。 めの取組を行った。 

・内部統制が適正に行われているかの実効性を確認するため、

策定した３点セット及びチェックリストの自己点検(モニタ

リング)を行った。 

・既にＡＭＥＤ掲示板に掲示し､全職員で共有している３点セ

ット及びチェックリストについて､今年度に更新した最新版

に置き換えた。 

・内部統制に関する意識向上のため、役職員に対する研修を実

施した。 

 

 

推進委員会で方針を決定した上

で、自己点検(モニタリング)や研

修の実施、３点セット及びチェッ

クリストの取りまとめ等を行う

など、内部統制の充実を図る取り

組みを進め、リスク発生の未然防

止に努めている。 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 平成 30年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―(2) (2)コンプライアンスの推進 

当該項目の重要度、困難

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる
指標 

達成目標 基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
コンプライアンス

研修の参加者数 

  76名 231名 326 名 522名※ 
※ｅラーニング修了者数 

  

         

         

         
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価  

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の主な実績等・自己評価 主務大臣の評価 

主な業務実績等 自己評価 

 AMEDが医療分野

の研究開発等の中核

的な役割を果たして

いくためには、独立

行政法人制度や国の

制度等の法令等様々

なルールを遵守し適

切に行動していく必

要がある。このた

め、コンプライアン

ス体制について、必

要な規程を整備する

とともに、定期的な

取組状況の点検や職

員の意識浸透状況の

検証を行い、適宜必

要な見直しを行う。 

定期的な取組状

況の点検や職員の

意識浸透状況の検

証を行うために、

コンプライアンス

体制に関する規定

を整備するととも

に職員に対して定

期的に研修を行う

ことにより職員の

意識浸透と機構の

適切な運用を図

る。 

役職員倫理規程

に基づき、 コンプ

ライアンスを推進

する。また、職員に

対して年 1 回以上

研修を行うことに

より、職員の意識

浸透とＡＭＥＤの

適切な運用を図

る。 

また、 同規程等

と併せて役職員に

係る利益相反マネ

ジメントの実施に

関する規則を適切

に運用し、 ＡＭＥ

Ｄの業務の公正確

保を図る。 

＜評価軸＞ 

・コンプライアンス体

制について、必要な規

程を整備するととも

に、定期的な取組状況

の点検や職員の意識

浸透状況の検証を行

い、適宜必要な見直し

を行ったか。 

 

＜評価指標＞ 

・コンプライアンスの

取組状況 

 

＜モニタリング指標

＞ 

・コンプライアンス研

修の参加者数 

＜主要な業務実績＞ 

■コンプライアンス体制の構築 

・職員に対して、コンプライアンス意識を啓発するため、ｅラ

ーニングによる職員研修を実施した。 

（コンプライアンス研修の修了者数：522名） 

・課長相当職以上の役職員に四半期毎の贈与等報告書を求める

際に役職員倫理規程を併せて送付し、倫理管理者として所属

職員の倫理管理の徹底を図るよう促した。 

・役職員に係る利益相反マネジメントの実施に関する規則を、

年数回、全役職員に周知した。 

 

 

＜平成 29年度主務大臣による評価を踏まえた課題＞ 

■指摘事項 

・委託契約開発契約書が紛失した事案について、再発防止策の

有効性を検証する必要がある。 

 

■対応状況 

・再発防止策（契約書及び保管キャビネットの鍵に係る管理・

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

中長期目標・計画に基づき、役職員

倫理規程や役職員に係る利益相反

マネジメントの 実施に関する規則

を周知、また、コンプライアンス意

識の醸成を図る職員研修等の取組

を着実に実施した。以上から目標を

達成していると認められる。 

 

【コンプライアンス体制の構築】 

・コンプライアンス意識の醸成のた

め職員研修を実施するなど、コン

プライアンスの確保に向けた取

組が実施されている。 

 

 

評定  
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チェック対策）を設定し、実施した。 

また、平成 30 年 5月に監査室による内部監査、外部監査法人

による監査によって、防止策が適正かつ有効に機能しているこ

とを検証している。また、監事においても防止策の検証を行い、

有効であることの確認を受けている。 

さらに、リスク管理委員会においても、再発防止策の取組状況

を四半期ごとに報告を行い、対策が適正に機能していることを

確認している。 

 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構 平成 30年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ―(3) (3)情報公開の推進等 

当該項目の重要度、困難

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
－ 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる
指標 

達成目標 基準値等 
（前中長期目標期間

最終年度値等） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 

HP の web アク
セス件数

  4,602,649件 6,114,664件 7,200,302 件 7,839,298件   

         

         

         
注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の主な実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 AMEDの適正な業

務運営及び国民から

の信頼を確保するた

め、適切かつ積極的

に情報の公開を行う

とともに、個人情報

の適切な保護を図る

取組を推進する。具

体的には、独立行政

法人等の保有する情

報の公開に関する法

律（平成 13年法律第

140号）及び個人情報

の保護に関する法律

（平成 15 年法律第

57号）に基づき、適

切に対応するととも

に、職員への周知徹

底を行う。          

AMEDの業務運

営及び事業の透明

化確保と国民に対

するサービスの向

上を図る観点か

ら、情報公開法令

に基づき、法人文

書の開示を適切に

行うとともに、保

有する個人情報に

ついて個人情報保

護法及び個人情報

保護規則に基づき

適切な管理を行

う。 

AMED の業務運

営及び事業の透明

化確保と国民に対

するサービスの向

上を図る観点か

ら、 情報公開法令

に基づき、 法人文

書の開示請求処理

を適切に行うとと

もに、AMEDのホ

ームページ上の開

示情報掲載場所へ

の誘導や情報提供

内容を分かりやす

いように整理する

など情報公開を積

極的に行う。  ま

た、保有する個人

情報について、個

＜評価軸＞ 

・AMED の適正な業

務運営及び国民から

の信頼を確保するた

め、適切かつ積極的に

情報の公開を行うと

ともに、個人情報の適

切な保護を図る取組

を推進したか。 

 

＜評価指標＞ 

・AMED の情報の公

開及び個人情報の適

切な保護を図る取組

の推進状況 

 

＜主要な業務実績＞ 

■情報公開 

【開示請求】 

・機構のホームページに法人文書及び個人情報の開示請求手

順について掲載を行っており、今年度 3件の法人文書開示

請求がなされ、独立行政法人等の保有する情報の公開に関す

る法律等に基づき適切に対応した。開示決定に関する審査請

求、訴訟はなかった。 

 

【情報発信】 

・通則法、情報公開法等に基づく情報を含む各種情報を引き

続き HPで公開するとともに、公募・採択情報などの各種

HP掲載情報の適時の更新、記者説明会の開催、プレスリリ

ースの発出、外部イベントへの参加、並びに機構案内パンフ

レットの作成など、情報の発信に積極的に取り組んだ。 

 

 

■個人情報の保護 

・保有個人情報の不適正管理事案（漏えい、滅失、き損）が

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

情報公開については、法人文書開示

請求に対し適切に対応するととも

に、公募・採択情報やプレスリリー

スの発出など情報の発信に積極的

に取り組んだ。個人情報の保護につ

いては、個人情報保護研修を実施す

るなどにより、適切な保護に取り組

んだ。以上から目標を達成している

と認められる。 

評定  
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人情報保護法及び

個人情報保護規則

に基づき管理を徹

底し、 漏えい等の

事故防止に努め

る。 

発生しないよう、役職員に個人情報保護規則等の周知徹底を

図るための個人情報保護研修を行った。 

・今年度は新たに、海外事務所が所在する国・地域における

個人情報保護法令を研修の内容に追加した。 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 

 

237
240




